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研究成果の概要（和文）：主要な研究成果は、第1に、2020年11月1日に実施された2回目の住民投票にあわせ
て、新規の社会調査を速やかに実施することで、住民投票時点での大阪市有権者の政治参加や政治意識に関する
データを正しく測定することができた。第2に、有権者のポピュリズム態度と維新陣営好感度の関連を分析する
ことで、大阪の地方自治や住民投票結果がポピュリズムからは説明できないことを明らかにできた。住民投票結
果の規定要因分析については、今後も引き続き行う予定である。

研究成果の概要（英文）：By conducting a new social survey in conjunction with the second referendum 
held on November 1, 2020, we measured data on political participation and political attitudes of 
Osaka City voters at the time of the referendum. An analysis of the relationship between voters’ 
populist attitudes and the level of favorability of the Osaka Ishin camp showed that local 
government and the referendum results in Osaka cannot be explained by populism. Future research will
 explore the factors affecting the referendum results.
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研究成果の学術的意義や社会的意義
研究成果の学術的意義は、大阪の地方自治や住民投票結果が、第1に、必ずしも有権者および有権者の居住地域
の社会経済的状況から説明できないこと、第2に、有権者のポピュリズム態度から説明できないこと、を明らか
にしたことである。ここから導き出される社会的意義は、マスメディアや論壇で語られる様々な議論の多くは、
印象論に過ぎないということ、また実際に社会調査データによって検証する必要があることを示している。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
 
 
１．研究開始当初の背景 
 近年日本では、地方自治を中心に、有権者に具体的な政治的争点についての民意を直接問う、
住民投票の実施例が増加している。また国政でも、2016年 7月 10日の第 24回参議院議員通常
選挙の結果、改憲勢力が議席の 2/3を超えた為、憲法改正の是非をめぐる国民投票の将来的な実
施可能性が高まっている。つまり住民投票や国民投票のような、いわゆる「直接民主主義」の実
態解明、具体的には住民投票の実証研究（有権者の投票行動の規定要因分析）が、政治社会学の
重要課題となっている。しかしその重要性に反して、政治社会学における住民投票の実証研究は、
新潟巻町の原子力発電所建設の是非をめぐる住民投票や、徳島県の吉野川可動堰建設の是非を
めぐる住民投票以外、十分に行われているとは言いがたい状況にあった。 
 
２．研究の目的 
 本研究の目的は、近年の直接民主主義の典型例として大阪の地方自治を取り上げ、その実態解
明を行うことである。近年の住民投票のうち最も社会的関心が高かったのは、大阪の地方自治に
おける事例であろう。2015年 5月 17日実施の大阪都構想の是非（大阪市区廃止と新たな 5 特
別区設置）をめぐる住民投票では、反対が賛成を僅差で上回り、大阪都構想を推進する橋下徹や
大阪維新の会など維新陣営が敗北した。しかしその後 2015 年 11 月 22 日実施の大阪市長・府
知事選挙では、再び大阪都構想を公約に掲げた維新陣営が勝利した。さらに大阪維新の会側は 2
回目の住民投票の実施を目指しているが、そこでどのような民意が示されるのか不明である（最
終的に 2020年 11月 1日に実施され、再び反対が賛成を上回り維新陣営が敗北した）。このよう
に有権者の投票行動は複雑であるが実証研究は不足している。そのため、維新陣営側が主張する
2 回目の住民投票の実施にあわせて新規の社会調査を行い、住民投票結果の規定要因分析行う。 
 
３．研究の方法 
 2 回目の住民投票の実施にあわせて、調査会社の登録モニター（大阪市民）を対象とした新規
の社会調査（郵送調査）を実施した。ただし住民投票の実施が 2020 年 11 月 1日までずれ込んだ
ため、既存の無作為抽出の社会調査を用いて、大阪の地方自治を考える上でも重要な意味を有す
る 3 つの研究課題（失業と投票参加頻度／ナショナリズムと政治参加／生活保護厳格化への支
持の規定要因分析）について、二次分析を行った。これら 3つの研究課題の分析結果は、調査票
の作成（質問項目の検討）に反映した。また実施した新規の社会調査の概要は以下の通りである。
2020 年 10 月に調査会社との打ち合わせ、調査票の確定と実査・データ入力の依頼を行った。督
促状および謝礼付与の結果、最終的な有効回収数（率）は 726 名（48.4％）となった。 
 
調査名称：「大阪市民の政治・市民参加と住民投票に関する社会調査」 
設計標本：大阪市在住 18〜79 歳の 1,500 名（調査会社のモニター登録者） 
実査期間：2020 年 11〜12 月（データ入力後 2021 年 1 月末納品） 
調査方法：郵送調査法 
有効回収：726 名（48.4％） 
 
４．研究成果 
（1）失業と投票参加頻度の規定要因分析 
 研究課題 1 では、失業と投票参加頻度の規定要因分析を行った。1 回目の住民投票直後にも、
大阪市各区の社会経済的状況と住民投票結果との関連が注目を集めたが（南北格差）、そもそも
有権者および有権者の居住地域の社会経済的状況と投票参加頻度の関係は、これまで十分に検
討されてこなかった。そのため 2回目の住民投票を待つ間（2017 年度）、2015 年に実施された無
作為抽出の全国調査（面接調査法）である第 1回 SSP 調査（「階層と社会意識全国調査」）を用い
て、有権者の失業（個人レベル）と居住地域の失業率（地域レベル）を区別した上で両者がそれ
ぞれ投票参加頻度にどのような影響を与えるのかを検証した。  
 研究課題 1の分析結果としては、次の 2点が明らかになった。①個人レベルの失業には「投票
参加からの撤退をもたらす効果」があり、失業した有権者の「声」は政治へ反映されにくい傾向
がある。②地域レベルの失業率には、その地域に居住する人々に「失業を社会問題として認知さ
せ政治に動員させる効果」がないため、当事（失業）者以外からも、失業やそれにともなう貧困
の是正を求める「声」は上がらない傾向がある（失業率の高い地域に住むことそれ自体は、投票
参加頻度とは関連しない）。以上の分析結果より、現代日本においても失業と投票参加頻度の間
には、一定の「政治参加の不平等」が存在していることが確認された。 
 研究課題 1の位置付けとインパクトについて、既存の先行研究（伊藤 2016; 善教 2018）も考
慮すると、有権者および有権者の居住地域の社会経済的状況から、住民投票結果（大阪都構想へ
の賛成／反対）を説明するのは難しいことが示唆される。有権者の社会経済的状況は、住民投票
への参加（投票／棄権）の側面に影響を与えている可能性があり、住民投票結果を考える場合に
投票（大阪都構想への賛成／反対）だけでなく棄権も含めて分析する必要性を示した。 



 
（2）ナショナリズムと政治参加の規定要因分析 
 研究課題 2では、ナショナリズムと政治参加の規定要因分析を行った。ナショナリズムの側面
から維新陣営について考えると、（大阪）維新の会は一部の論者から極右政党と見なされている。
また代表であった橋下徹も従軍慰安婦問題に関する発言で物議を醸した。そのため有権者のあ
る種のナショナリズムと維新陣営への支持や住民投票結果は関連している可能性がある。しか
しながら、そもそも有権者のナショナリズムと政治参加の関係は、十分に検討されてこなかった。
そこで 2回目の住民投票を待つ間（2018 年度）、2017 年に実施された無作為抽出の全国調査（郵
送調査法）である「国際化と市民の政治参加に関する世論調査」を用いて、有権者の社会意識と
してのナショナリズムの複数の下位概念が政治参加にどのような影響を与えるのかを検証した。 
 研究課題 2の分析結果としては、次の 4点が明らかになった。田辺編（2019）が提示したナシ
ョナリズムの複数の下位概念のうち、①民族的純化主義は政治参加を阻害するが、市民的純化主
義は政治参加を促進する。②民族・文化的プライドは政治参加を促進するが、市民・政治的プラ
イドは政治参加を阻害する。③外国一般排外主義は政治参加を阻害するが、中韓排外主義は政治
参加と関連しない。④愛国主義は政治参加と関連しない。以上の分析結果より、ナショナリズム
の複数の下位概念が政治参加に与える影響は複雑であることが示された。 
 研究課題 2の位置付けとインパクトについて、近年「政治参加に積極的な革新」という従来の
イメージと異なり、近年保守（極右）側の政治参加が活発化しているといわれるが、実際には保
守（極右）側の政治参加が活発化している証拠はないことを明らかにした。そのため維新陣営へ
の支持や住民投票結果を特定のナショナリズムの下位概念から説明することは難しいことが示
唆された。このような研究課題 2の分析結果は調査票作成時に考慮した。 
 
（3）生活保護厳格化への支持の規定要因分析 
 研究課題 3では、生活保護厳格化への支持の規定要因分析を行った。大阪市は全国的にみても
生活保護受給率が高い（さらに区レベルでも生活保護受給率に分散がある）ことが問題視されて
おり、警察 OBによる「不正受給調査専任チーム」を全区に設置するなど、「不正受給対策」にも
力を入れている。このような行政による生活保護厳格化の流れの背後には、それを支持する有権
者の世論が存在しているとされる。しかしながら、有権者が生活保護厳格化を支持するメカニズ
ムは、十分に検討されてこなかった。そのため 2回目の住民投票を待つ間（2019 年度）、2014 年
度に実施された無作為抽出の全国調査（郵送調査法）である「国際化と政治に関する市民意識調
査」を用いて、生活保護制度利用者との社会的・地理的近接性とメディア利用によって形成され
るものと考えられている不正受給認識（生活保護受給者の多くを不正受給者とみなす認識）に注
目した上で、生活保護厳格化への支持に至るメカニズムを検証した。 
 研究課題 3の分析結果としては、次の 3点が明らかになった。①近接性のうち、本人・親族・
友人の生活保護制度利用を示す社会的近接性は不正受給認識を低めるが、居住市区町村の生活
保護受給率を示す地理的近接性は不正受給認識を高める。②メディア利用のうち、新聞利用は不
正受給認識を低めるが、テレビやインターネット利用は不正受給認識に影響しない。③不正受給
認識は、自己利益を統制した上でも生活保護厳格化への支持を高める。以上の分析結果より、不
正受給認識は生活保護厳格化への支持の主要な要因であるが固定的なものではなく、実際に身
近な他者の生活保護制度利用や新聞利用によって低めることが可能であることが示された。 
 研究課題 3の位置付けとインパクトについて、生活保護厳格化が支持されるメカニズムを、不
正受給認識に着目することで解明することができた。生活保護制度をめぐる問題は、大阪の地方
自治においても重要な論点であるため、住民投票結果にも影響を与えている可能性もある。この
ような研究課題 3の分析結果は調査票作成時に考慮した。 
 
（4）ポピュリズム態度と維新陣営への好感度の基礎分析 
 新たに実施した「大阪市民の政治・市民参加と住民投票に関する社会調査」の本格的な分析は
これからであり、主要な研究成果については、今後学会発表と論文執筆・投稿を目指す予定であ
る。そのためこの項では、あくまでも報告書執筆時点の基礎分析として有権者のポピュリズム態
度と維新陣営（吉村洋文／松井一郎／大阪維新の会）への好感度の関係を記述しておく。維新陣
営の政治手法については、従来よりポピュリズム的であるとの指摘（批判）が存在していたが、
有権者の社会意識としてのポピュリズム態度は維新陣営への好感度と関連していなかった。し
たがって大阪の地方自治や住民投票結果を、有権者のポピュリズム態度から説明するのは困難
であることが示唆される。すなわちポピュリズムに代わる説明が求められている。 
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